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新企画「この人に聞く」の第１回は、日本

の防災学研究の第一人者である京都大学防災

研究所の林春男教授。阪神淡路大震災から新

潟県中越地震にいたる災害対応支援の経験と

教訓、防災GISの展望と空間計測技術の課題

などについて語っていただいた。

――2004年の新潟県中越地震において、林先

生が中心になって繰り広げたGISによる災害

対応支援は、GISが災害の現場でも役に立つこ

とを初めて実証した重要な取り組みでしたね。

林 新潟県中越地震の災害対応支援として

は、２つの取り組みを行いました。１つは状

況認識の共有です。「新潟県中越地震復旧・

復興GISプロジェクト」と称して、Web上に

被災地のデジタルマップを基図としたGISを

構築し、関係諸機関からの災害関連情報を集

約・発信していきました。また、それを紙に

出力した大判の地図を被災市町村や関係諸機

関などに配布する活動も行いました。

もう１つの取り組みは、新たに発生する業

務の支援です。具体的には、大学や企業など

からの有志による支援グループが小千谷市に

入り、被災者対策のベースとなる罹災者台帳

の作成を支援しました。

これらを通じて、災害対応支援において

GISが持っているポテンシャルを示すことは

できたと思います。すなわち、（１）被災地

のグランド・ピクチャを提供すること、（２）

被災者対応業務を支援すること、です。

――そもそも、新潟県中越地震における取り

組みが成功した理由は何でしょう？

林 一言で言えば、阪神淡路大震災の総括を

ちゃんとやって、“次”に備えてきたという

ことです。

一般に災害対応は、事前対策と事後対策に

分かれますが、そのうち事後対策は、地震な

どが発生した直後の「応急対応」（Response）

とそれに続く「復旧・復興」（Recovery）か

らなります。それに備える事前対策は、災害

への抵抗力を高める「被害抑止」（Mitigation）

と災害からの回復力を高める「被害軽減」

（Preparedness）からなります。

阪神淡路大震災で分かったことは、日本で
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は被害軽減の考え方が弱いこと、また災害対

応そのものの具体的分析が遅れていること、

でした。これを踏まえて私たちは、５年間か

けて、震災の様々な被害のデータをていねい

に重ね合わせ、それをベースに災害対応とし

て必要な業務を整理していったんです。

例えば、大地震による最大の被害は木造建

物が破壊されることです。死傷者や家族の救

済策（応急対応）だけでなく、長期的には家

を失った人たちの人生の再建をどう支援する

か（復旧・復興）が課題になります。こうし

たことを実現するためには、まず被害を評価

し確定する罹災証明の作成が基礎になるわけ

です。ところがこれをいかに作成するかがこ

れまでは明確でなく、被害判定に対してク

レームをつける被災者が３割に上るなど、災

害対応全体の遅れの原因にもなっていまし

た。そこで私たちは、以下の４つを整備して

きました。

1. 被害判定のトレーニングシステム

2. 被害判定の標準的手続き

3. GISデータベース

4. 証明書発行の仕組み

そして、これらを作成し、実際の業務を実現

するためのソリューションとしてGISが十分

に活用できるということも、同時に確認して

きたんです。
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ただ、ここまで備えはできていたんです

が、いざ新潟県中越地震が起こってみるま

で、なかなか使ってもらえませんでした。こ

の地震で、県内でももっとも甚大な被害を受

けた小千谷市が藁をも掴む思いで導入してく

れたため、それなりの成果を得ることができ

たということです。

――災害現場においてGISをいかに活用する

かについては、あらかじめイメージがあった

んですか？

林 それについては、米国の世界貿易セン

タービル倒壊（2001年９月11日）の後、ニュー

ヨーク市が中心になって展開したEmergency

Mapping Projectを視察した経験が役に立っ

ています。

このプロジェクトは、機能麻痺に陥った

ニューヨークで、何もないところから被災地

のマップを迅速に立ち上げ、被害状況を地図

の上に落として主題図を作成しては必要な現

場に提供していったというものです。しか

も、多くの機関・部局の情報を重ね合わせな

がら、災害現場の安全管理および被害者救

助、不明者捜索、事件捜査など種々の活動の

進行管理が実現されていた。ここに示されて

いて、後にGEOINT（Geospatial Intelligence）

と呼ばれるようになった構想が非常に重要な

んですね。つまり、その地域に関するあらゆ

る情報をGISデータベースに集中し、そこか

ら様々な施策の展開に必要な情報を適宜、迅

速に提供していく。こうしたGEOINT構想を

GEOINT*構想を日本でも実現したい

震災直後の小千谷市における罹災証明発行業務をGISで支援

* GEOINT構想
アメリカ国防総省の国家地球空間情報局（NGA）が提唱した構想。すべて

の事象は、ある地理空間において生起していることから、地理空間を基

盤としたデータベースを構築し、そこに様々な手段で得られた情報をす

べて統合することによって、いつでもどこでも関連情報を引き出してシ

ミュレーションを行い、即政策展開に役立られるようにする、というもの。
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日本の災害現場でも実現したいと考え

ていたんです。

――では、新潟県中越地震の取り組み

を踏まえて、さらにGEOINT構想によ

る災害対応を確立していくために、今

後課題とすべきことは何ですか？

林 ２つの課題があります。１つは、

災害が発生したらただちに現場に入っ

て災害対応に必要な地図を作成し、提供する

ための恒常的組織を設立することです。つま

り、ニューヨークの Emergency Mapping

Projectと同様の活動を、日本のどこで大地震

や水害が起こってもすぐに展開できる体制を

作るということです。これについてはすでに

「応急電子地図作成協議会」構想として具体

化し、各方面に呼びかけ始めています。

もう１つは、地域に防災GISを推進する中

核人材を育成することです。例えば、私たち

の地元の宇治市では、市の職員がGISによる

能力開発プロジェクトを立ち上げています。

こうした継続的な取り組みの中からGISの専

門家が育ってくるというのがもっとも望まし

い形ですね。

――最後に、空間計測技術はこれからの防災

GISの発展にいかに寄与していくべきかにつ

いて、お考えをお聞かせください。

林 GEOINT構想においても、その核となる

のは、地理空間情報のダイナミックな活用を

可能にするGISデータベースの構築です。そ

のためにまず必要なのが、国土の情報化をさ

らに推し進め、その成果を広く共有できるよ

うにすることですね。もう１つ私が期待して

いるのは、レーザプロファイラによる精度の

高い標高データが安価で利用できるようにな

ることです。

昨年、京都市では、このレーザプロファイ

リングデータを活用した防災マップ（水災害

編）を作成しました。従来の水害マップは大

河川中心で集中豪雨による都市型水害などに

対応できないことが明らかになっていたんで

すが、中小河川のデータを盛り込むためには

一桁精度の高い標高データがなければできな

い。そこでレーザプロファイリングデータを

高度な空間計測技術で世界に貢献を
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利用したわけです。その結果、京都市の地形

や水系、そして詳細な被害想定が一目で分か

る素晴らしいマップができました。

レーザプロファイリングデータは、被害の

予測でも、同定でも、大きな力を発揮しま

す。データを提供する側も、長期的な視野に

立ってまず利用を広げ、市場を拡大しながら

利益に結び付けていくような新しいビジネス

モデルを採用してほしい。例えばインター

ネットのASPを通じて月に数万円の料金で利

用できるようなサービスが出てくれば、もっ

ともっと普及するだろうと思います。

世界を見回してみると、軍事部門に占有さ

れない測地・測量技術を持っている国は意外

と少ないんです。この日本の高度な測地・測

量技術を活かして、GISによる災害対応支援を

確立し、さらにそれを世界に広げることが私

の夢です。防災は、日本が世界に貢献できる

数少ない分野の１つ。空間計測技術とGISを活

用すれば、まだまだできることはあります。

――ありがとうございました。

Interview

伊理正夫会長とも意見交換
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林　春男（はやし　はるお）
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京都市防災マップ水災害編の南区版


